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総合的に判断すべき」（傍点・筆者）と説いてきたのであり、この説示は、近時の判例によっ
ても「いささかも変更が加えられていない」のである27。
　最高裁のこの考え方によれば、例えば地方公共団体が宗教団体と防災協定を結ぶことが政教分離
原則に反するかどうかは、これによって生じる国家と宗教とのかかわり合いが「我が国の社会的、
文化的諸条件に照らし、……相当とされる限度を超える」か否かを、「社会通念に照らして総合的
に判断」して決せられる。つまり、「憲法は厳格な政教分離原則を採用しているから、宗教団体と
協定を結ぶのは当然に憲法違反である」といった機械的な判断をすることは適切ではないのである。
　後に詳しく見るように、今回の震災において国・地方公共団体の間に、政教分離原則に対してや
や過剰な反応がみられたのは、個別的・具体的な事情を基礎にして社会的な相当性を判断しようと
する最高裁の考え方ではなく、抽象的な「政教分離原則」を措定して演繹的に問題を解決していこ
うとする学説の思考方法に影響されたためかもしれない。また、機械的・一律的な判断の方が「無
難」だという心理が働いたということもあろう。しかし、学説が主張する抽象的な「政教分離原則」
の内容というのは、実は、それぞれの論者がその個人的な知識・経験・信念・思考などに基づいて、
理想とする政教関係を思い思いに描いたものであって28、必ずしも見解の一致がみられるわけでは
ない。そうした中、国・地方公共団体の担当者であれ、住民訴訟を裁判する裁判官であれ、抽象的
な「政教分離原則」を基に問題を解決しようとすれば、そうしたやり方は「所詮、憲法に書かれて
いないところを、自分がそう欲するという考えの下に補おうとする」ものであるから、「そう欲し
ない者にとっては何の説得力ももたない」結果となることに注意しなければならない29。それより
25　小泉洋一〔判批〕民商143巻１号（2010年）44頁、61頁。
26　最高裁判例の変化について、田近肇「津地鎮祭事件最高裁判決の近時の判例への影響」法学教室388号（2013年）
23頁、27頁を参照。
27　清野正彦〔調査官解説〕法曹時報63巻８号（2011年）131頁、170頁。
28　大石眞「イメージとしての『政教分離』観を問う」大石眞ほか『憲法20条　その今日的意義を問う』（第三文明社、
2000年）137頁、142頁及び147頁。また、小嶋・前掲注（23）81頁及び85頁も参照。
29　大石・前掲注（28）142頁。
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はむしろ、それぞれの事案ごとに、具体的な事情を汲んだうえで、宗教とのかかわりあいの相当性
を判断した方が、より説得的で適切な判断ができるように思われる。
３　読経ボランティアと政教分離原則
⑴　政教分離原則への過剰反応？
　読経ボランティアは、例えば仙台市の場合、先にも触れたように、３月15日に仙台仏教会と仙台
市の災害対策本部及び環境衛生局との間で協議がなされ、17日から葛岡斎場において行われた。こ
の読経ボランティアは、４月４日からは、宮城県宗教法人連絡協議会が開設した「心の相談室」に
よる活動として、神道やキリスト教の宗教者も含めた形で、４月30日まで続けられている30。
　読経ボランティアは、いわゆる「葬儀」というよりは、遺族のグリーフケアのための公益的・社
会的な活動と捉えるべきであることは、すでに指摘したとおりである。それだけでなく、遺体の収
容・安置・火葬・埋葬に携わった自衛官・警察官、地方公共団体の職員、民間企業の従業員31といっ
た人々のメンタルケアに役立つ活動ということもできるかもしれない。とはいえ、読経という活動
は、これに直接に対応する世俗的なボランティア活動を見出すことができず、また、「斎場で読経
する僧侶」という外形だけをみれば、読経ボランティアに従事する宗教者の姿は「葬式仏教」を念
頭に社会が有する「画一的な宗教者像」32に合致するだけに、地方公共団体の職員には、政教分離
原則に対するやや過剰な反応も見られたようである。
　例えば、共同通信は、次のような報道をしている。「４月上旬、仙台市青葉区の市営葛岡霊園。
身元不明の24人の遺骨が、プレハブの建物の中にひっそりと置かれた。見届けたのは市職員ら12人
だけ。お経も、祈りの言葉もない。仏教会から読経の申し入れがあったが、市側は政教分離を理由
に『市職員と宗教者が同席することはできない』と断った。せめてもと簡素な祭壇を設けて線香を
上げたが、納骨堂は職員と遺族以外には開放していない。『仏教の概念だから』と四十九日の合同
供養も見送った。いずれ、市として独自の催しを行う予定だ」33。
　また、別のメディアは、次のように報じている。「各地で読経ボランティアを――。そんな音頭
をとった全日本仏教会にとって、地域の仏教会から報告される行政との軋轢は、実に意外な展開で、
腹立たしい事態のようだ。地域にもよるが、行政側が憲法の『政教分離の原則』を理由に、拒否す
30　仙台仏教会ウェブサイト・前掲注（９）及び川上・前掲注（11）118頁。
31　例えば、検視の済んだ遺体の納棺等は民間の葬祭業者によって行われたし、土葬による仮埋葬と改葬（土葬され
た遺体の掘り起こし）は土木・建築業者によって行われた。東日本大震災における葬祭業者の活動については、
菅原裕典『東日本大震災「葬送の記」』（PHP研究所、2013年）及び宮城県葬祭業協同組合『3.11東日本大震災　
弔鐘』（2012年）を参照。
32　藤山「国内の震災報道に見られた宗教の役割」前掲注（２）。
33　共同通信2011年５月14日「政教分離に苦慮の自治体　犠牲者の供養」（共同通信社ウェブサイト（http://
www.47news.jp/feature/kyodo/news04/2011/05/post-3232.html）に掲載）。
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るケースが頻発している。自治体の火葬場などで葬送する場合、そうした公的施設で『読経』とい
う宗教行為をすること、それに便宜をはかることが『政教分離に触れかねない』という。仙台市で
『ひかりと祈りの集い』を取り仕切った東京・本所仏教会会長の斎藤堯圓さん（春慶寺住職）は３
月23日、宗務所の指示で遺体安置所を訪れた際の様子を振り返る。安置所は、宮城県の施設である
総合運動公園の一角。中に入って読経していると、安置所を警備する県関係者が飛んできて、外へ
引っぱり出された。聞けば『政教分離』で入場自体が御法度だという」34。
　ただ、これらの報道については、多少注意が必要かもしれない。まず、公的施設で読経ボランティ
アが行われるのを認めるか否かは、地方公共団体によって異なっていたようであり、仙台市の対応
が必ずしも一般的なものだったわけではない35。また、仙台市と同様の対応をとった地方公共団体
においても、現場の対応は、混乱が続く中で必ずしも一貫していなかったというのが実情のようで
ある。役所に問い合わせたときは断られたが、実際に現場に行ったら中に通してもらえたという話
もある。さらに、「心の相談室」は、2011年５月以降も、月に一度（毎月11日）身元不明者の弔い
を続けているが36、安置所におけるこの合同慰霊は、「目立たないように……一般の来客の立場で手
続して」という形で37、いわば黙認されているようである。
　とはいえ、仙台市をはじめとするいくつかの地方公共団体では、遺体・遺骨の安置所や火葬場と
いった公的施設において宗教者が読経ボランティアの活動を行うことを容認することは政教分離原
則に反するのではないかという意識が存在したことは、事実であろう。では、政教分離原則は、本
当に、公的施設における読経ボランティアを禁ずるものなのだろうか。
　この問題を考えるとき、一口に「読経ボランティア」といっても、さまざまな形のものがあるこ
とに留意する必要がある。それゆえ、以下では、①遺族の求めに応えて行われる場合、②遺族の求
めがない場合、③追悼式典・合同慰霊祭の場合に分けて検討する。
⑵　遺族の求めに応えて行われる場合
　仙台仏教会（４月からは宮城県宗教法人連絡協議会）による読経ボランティアは、2011年３月中
は、遺族からの求めに応える形で行われていたようである。その具体的な様子については、次のよ
うな描写がなされている。「火葬場ロビーに『無料読経ボランティア』の看板を立て、長机を置き、
禅宗系とその他に机を分け、輪番で僧侶が着座し、各宗門の対応がなされるよう、工夫した。黙し
て待ち、決して僧侶の側から声掛けをしないことを徹底した。それでも、火葬場に訪れる遺族から
34　AERA2011年５月23日号「被災地が鍛える『仏教』の道　『信仰』は力となりうるか」（34頁）。
35　川上・前掲注（11）117頁。
36　川上・前掲注（11）118頁及び北村・前掲注（４）263頁。
37　嘉多山宗ほか「パネルディスカッション」宗教法32号（2013年）187頁、192頁（川上直哉発言）（宗教法学会ウェ
ブサイト（http://religiouslaw.org/journal/archives/3408）にも掲載）。
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の要請は、引きも切らない状況にあった」38。
　このように遺族からの求めに応じて読経ボランティアがなされる場合、これが公的施設でなされ
るのを容認することそれ自体が政教分離原則に反するものでないことは、容易に結論づけることが
できるであろう。というのは、公営の斎場において故人の生前の意思又は遺族の意向に従って読経
等が行われるというのは、通常の葬儀の場合と変わらないのであり、読経ボランティアだけを問題
視しなければならない理由がないからである。
　ただし、まったく問題がないわけではない。さまざまな団体が読経ボランティアを行う場合、現
実には遺族の悲しみに付け入ろうとする団体・悪徳商法もあり、それらが公的施設で「客引き」を
するのは、当然避けなければならないであろう39。反面で、地方公共団体が宗教団体ごとに読経ボ
ランティアの許否を判断するということになれば、それこそ政教分離原則に抵触しないかという問
題が生じることになる。
　今回の仙台市における読経ボランティアが賢明だったのは、宮城県宗教法人連絡協議会40という
超宗派の組織を主体として行われたという点である。連絡協議会が読経ボランティアの主体となる
ことは、結果的に、仙台市がいわゆるカルト宗教団体や悪徳商法の問題に巻き込まれないようにす
ることを可能にしたように思われる。例えばカルト宗教団体から読経ボランティアの申し出があっ
た場合、仙台市は、その宗教団体の教義なり活動なりを個別に評価しなくても、その団体が連絡協
議会に加盟しているか否かという形式的な基準に照らしてその申し出を断ることができたのである。
　それゆえ、超宗派の組織を読経ボランティアの主体とするというこのやり方は、読経ボランティ
アから生じうる政教分離原則違反の問題を（辛うじて）回避する、賢明なやり方であったように思
われる。
⑶　遺族の求めがない場合
　ここで「遺族の求めがない場合」とは、具体的には、遺体の身元が明らかではなく、したがって
何らかの供養を行おうにも本人の生前の意思や遺族の意向が分からない場合をいう。先の共同通信
の記事からは、仙台市の場合、読経ボランティアを認めるかどうかは、供養の対象である犠牲者の
身元が明らかで遺族の依頼があるかどうかが一つの基準となっていたことが伺われ、反対に、「身
元不明で宗派が分からない遺体については読経してはいけないという行政の指導があ」ったようで
38　川上・前掲注（11）115頁。
39　嘉多山宗ほか・前掲注（37）189頁（原田保発言及び稲葉実香発言）及び196頁（津久井進発言）を参照。また、
藤山みどり「宗教者の震災支援を阻む政教分離の壁」（宗教情報センター・ウェブサイト（http://www.circam.
jp/reports/02/detail/id=2010））も参照。
40　宮城県宗教法人連絡協議会は、宮城県下の2000を超える宗教法人が加盟する団体であり、その加盟法人には、伝
統宗教の宗教法人だけでなく、天理教その他の新宗教の宗教法人も含まれている。
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ある41。
　身元不明者に係る読経ボランティアについてこのような取扱いがなされたのは、本人の宗教・宗
派や遺族の意向の分からないまま読経をさせるのは、あたかも仙台市が依頼して読経をさせたもの
として受け取られ、仙台市自身による宗教活動として政教分離原則に反することになると考えられ
たからであろう。
　しかし、先に指摘したように、判例の考え方を前提とする限り、身元不明者に対する読経ボラン
ティアの申出を受け入れたからといって直ちに政教分離原則違反になるわけではなく、むしろ、違
反になるかどうかは、これによって生じる宗教とのかかわり合いが社会通念に照らして相当とされ
る限度を超えるかどうかによって判断しなくてはならない。
　その社会的な相当性を判断する枠組みとして、最高裁が「目的効果基準」とよばれる基準（国家
行為の目的が宗教的意義を有し、その効果が宗教に対する援助、助長、促進又は圧迫、干渉になる
かどうか）を用いていることは、よく知られている。では、この基準に従って考える場合、身元不
明者に対する読経ボランティアの申出を受け入れることは、どう評価されることになるだろうか。
まず、身元不明者への読経ボランティアがどのような形で行われたのか、その様子を振り返ってみ
たい。仙台市で事実上行われていた活動について、これに参加した宗教者は次のように振り返って
いる。「宮城県宗教法人連絡協議会が主催者となり、協議会会長をはじめとする責任役員の積極的
な参加を得た。……職員のほか誰もいない火葬場に、諸宗教者が集う。火葬が始まる。静かに諸宗
教者はその焼却炉の扉の前に立つ。ある扉の前では祝詞が唱えられ、ある扉の前では読経の声が響
き、別の扉の前では賛美歌が歌い上げられている。それぞれは短くその勤めを果たし、別の扉へと
移り、交代する。それは特別な光景であった」42。
　地方公共団体が読経ボランティアを受け入れる場合、なぜこれを受け入れるのかといえば、積極
的に宗教者・宗教団体の活動を促進しようという意図によるというよりは、むしろ、身元の判明い
かんにかかわらず犠牲者には相応の敬意が払われるべきだという観念を前提に、読経という形で弔
意を表明したいという市民――宗教者も市民の一員である――からの申出はこれに合致するものだ
と考えるからであろう。
　死者に対して敬意が払われるべきだということにはまず異論の余地はなく、また、少なくとも現
在の日本においては、死者に弔意を表する方法として読経や焼香などといったやり方が一般的に定
着しているという「社会的・文化的諸条件」があることも否定できないように思われる。そうだと
すれば、通常であれば受けられたであろう弔意を身元が不明であるというだけの理由で何ら受ける
ことなく火葬されていくという「痛ましさ」43ゆえに市民が読経ボランティアを申し出て、地方公
41　中外日報2011年４月19日「読経はばむ行政指導も」（第１面）。
42　川上・前掲注（11）116頁及び118頁。
43　川上・前掲注（11）118頁。
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共団体がこれを受け入れるとき、そのことの宗教的意義をことさらに強調しようとする方が困難で
あろう。さらに、仙台市において超宗派で行われていた読経ボランティアの実情をみる限り、これ
が「一般人に対して、……特定の宗教団体を特別に支援しており、それらの宗教団体が他の宗教団
体とは異なる特別のものであるとの印象を与え、特定の宗教への関心を呼び起こす」（愛媛玉串料
事件最高裁判決を参照）と説くことには無理があるように思われる。
　結局、地方公共団体が身元不明者について読経ボランティアを受け入れることが憲法上許される
かどうかは、その読経ボランティアがどのような形で行われるかによるということであろう。その
際、特定の宗派が読経ボランティアを独占するというのは問題で、身元不明者について読経ボラン
ティアが許されるためには、仙台市でみられたような超宗派での取り組みが必要であると思われる。
また、読経ボランティアの活動の態様も問題となりうる。読経ボランティアの活動は、一般人がみ
て、死者に弔意を表明する方法として違和感を覚えるようなものでないことが必要であろう。この
点は、読経ボランティアを行う宗教者・宗教団体の側にも節度が求められる。
⑷　追悼式典・合同慰霊祭
　読経ボランティアとはやや性格が異なるが、追悼式典や合同慰霊祭についても、一言触れておき
たい。宗教儀礼を伴う形で追悼式典等を行うことが憲法上許されるかについては、その主催者が誰
であるかが最も重要である。憲法の政教分離原則は国・地方公共団体の活動を制約しようとするも
のであるから、宗教団体あるいはその連合組織が主催する場合のほか、漁業組合その他の民間団体
が主催する場合には、合同慰霊祭等が寺院などの宗教施設を会場とすることも、宗教儀式を伴うこ
とも、何ら問題ない。
　そうした宗教団体その他の民間団体が主催する慰霊祭等であって宗教儀礼を伴うものに、地方公
共団体の長その他の職員が出席・参列することも、箕面忠魂碑・慰霊祭訴訟（最三判平成５年２月
16日民集47巻３号1687頁）その他の判例44に照らして考えれば、「地元において重要な公職にある
者の社会的儀礼として」犠牲者やその遺族に対して弔意、哀悼の意を表する目的で行われる限り、
憲法に反するとは言えないであろう。
　では、地方公共団体が主催する追悼式典等において宗教儀礼を取り入れることはどうか。この点
にかかわる下級審裁判例として、千葉県八街町仏式町民葬事件（東京高判平成２年９月26日行裁例
集41巻９号1528頁）がある。本件は、仏式で行われた元町長の町民葬に対する補助金の交付、その
準備・執行のための町職員の派遣等の合憲性が争われた事例である。東京高裁は、本件町民葬が「宗
教の一つである仏教と関わり合いをもつもの」であることを認めつつも、「葬儀中の宗教的儀式の
44　鹿児島大嘗祭訴訟（最一判平成14年７月11日民集56巻６号1204頁）及び白山比咩神社事件（最一判平成22年７月
22日判時2087号26頁）も参照。
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部分も、……遺族の要望により仏式と決めたものにすぎない」こと、「葬儀が特定の宗教固有の方
式で行われても、それは、必ずしも当該宗教に関する布教、教化、宣伝に寄与する目的、性格を有
するものとはいえず、また、それによって参列者及び一般人の宗教的関心ないし意識が特に高めら
れることになるものとも考えられない」ことを指摘して、合憲と判断している。
　この裁判例を前提とする限り、例えば犠牲者が比較的少数な場合など遺族の意向を確認できると
きには、地方公共団体が主催する追悼式典等で宗教儀礼を取り入れたとしても、政教分離原則に反
するということには必ずしもならないのではないだろうか45。
４　宗教施設への復興支援と政教分離原則
⑴　宗教施設の被災とその後
　東日本大震災では、社寺等の宗教施設もまた、被害を受けた。神社神道、仏教、キリスト教を例
にとれば、被災した神社は4828社（うち、本殿・拝殿等が全半壊した神社は309社）、被災した寺院
は3445寺（うち、全半壊した寺院は179寺）、被災した教会は319件（うち、全半壊は49件）に上る
という46。この数字は、それぞれ、神社本庁、全日本仏教会、日本キリスト教連合会が把握してい
る限りでの数字であって、現実には被災した宗教施設の件数は、これよりも多いと推測される47。
なお、墓地の被災件数をまとめた統計資料は見あたらないが、寺院が被災している以上、いわゆる
寺院墓地も同時に被災したであろうことは想像に難くない。
　しかし、震災から３年が経った現在、それらの宗教施設の再建は進んでいるのだろうか。宗派を
超えて被災宗教施設のその後をまとめた資料は見あたらず、したがって、その再建の状況は必ずし
も明らかではないが、例えば、次のようなマスメディア報道がなされている。「宮城県内に最も多
い464の寺がある曹洞宗の県宗務所は今年〔2013年〕６月、被災した94の寺にアンケートを行った。
……アンケートでは26寺の住職が『自力再建は不可能』と答えた。政教分離の原則が壁となり、公
的支援を受けられない事情もある。寺の敷地が住むことのできない災害危険区域に指定され、再建
を断念した例もある。散り散りの檀家から宗費を集められないと悩む寺も多いという」48。
　このように再建が進まないのには、さまざまな原因がある。例えば、津波被害を受けた宗教施設
45　百地章「宗教法と犠牲者の葬送・追悼・慰霊」宗教法32号（2013年）129頁、138頁（宗教法学会ウェブサイト（http://
religiouslaw.org/journal/archives/3393）にも掲載）。
46　小野崇之「東日本大震災による神社被災の現状」宗教法32号（2013年）89頁、90頁以下（宗教法学会ウェブサイ
ト（http://religiouslaw.org/journal/archives/3385）にも掲載）及び長谷川正浩「休眠宗教法人の問題」宗教法32
号（2013年）169頁、175頁以下（宗教法学会ウェブサイト（http://religiouslaw.org/journal/archives/3403）にも
掲載）。
47　マスメディア報道の中には、「１万件近くの寺社・教会などが被害を受けた」とするものもあるようである。藤
山みどり「宗教界の震災復旧を阻む政教分離の壁」（2011年９月22日）（宗教情報センタ ・ーウェブサイト（http://
www.circam.jp/reports/02/detail/id=2009）に掲載）。
48　朝日新聞2013年８月14日朝刊「被災住職、つらい盆　檀家失い、酒に頼る日々　東日本大震災」（第29面）。
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の場合、敷地が災害危険区域に指定されたために元の場所での再建ができない一方で、宗教施設は
高台への集団移転事業の対象に含まれないがために、移転して再建しようにも用地の取得が難航し
ているという事例が報じられている49。また、氏子や檀家も被災し苦労している中で、解体だけで
数千万円、再建するとなると本堂だけで億の単位に上るとも言われる費用を自力では捻出できない
という事例も少なくないであろう50。
　資金不足という問題に対しては、それぞれの寺社で再建費用を賄うことができなくても、宗派レ
ベルで何とかすればいいという見方もあるかもしれない。もちろん、各宗派も、何もしていないわ
けではない。事実、各宗派は、集められた義援金を、当初は一般の被災者支援を優先して自治体な
どに拠出してきたが、その後は、被災した寺院に配分しており、例えば、曹洞宗では、全壊した45
カ寺に第一次配分として義援金300万円を支給し、日蓮宗では、全壊した13カ寺に1000万円を給付
したとのことである51。１カ寺当たり300万円又は1000万円、総額１億数千万円という金額は決して
小さい金額ではない。しかし、それでは、必要とされる再建費用に遠く及ばないことは明らかであ
る。
　そうしたところから、宗教界からは、被災した宗教施設に対する公的な支援を求める声が少なか
らず聞かれるのである。
⑵　国・地方公共団体の対応
　しかし、国・地方公共団体の姿勢は、宗教界のそうした要望に対して好意的とはいえない。例え
ば、「福島復興再生基本方針」（平成24年７月13日閣議決定）は、「祭りなどの地域の伝統・文化の
継承」や地域コミュニティの維持・再生の重要性を謳っているが、それに先立つパブリック・コメ
ントで、地域の伝統的な宗教施設である寺社等が「歴史的・文化的な基盤を担ってきた」ことから
「宗教文化」の項目を加えるべきとの意見が全日本仏教会及び日本宗教連盟によって提出されたの
に対し、復興庁は、「宗教そのものの観点から復興施策を講ずることについては、憲法第20条の規
定を踏まえ、慎重な対応が必要」と回答している52。ここで「憲法第20条」というのは、言うまで
もなく、政教分離原則のことを指しているのであろう。もっとも、復興施策において実際に問題と
なるのは社寺等への公金支出や公的財産の提供の可否であることからすれば、むしろ、政教分離原
則を財政面から裏付けたものといわれる第89条前段を挙げるべきであったように思われる。
49　中外日報2013年６月27日「『信教の自由』を保障するはずが…　復興に立ちはだかる政教分離の壁」（第６面及び
第７面）（中外日報ウェブサイト（http://www.chugainippoh.co.jp/rensai/jiryu/130627-001.html）にも掲載）。
50　朝日新聞2012年１月５日朝刊「寺社再建、お金がない　檀家・氏子被災、頼れず　政教分離、公的支援なし」（第
39面）及び朝日新聞2012年11月26日・前掲注（22）を参照。
51　藤山・前掲注（47）。
52　「福島復興再生基本方針（案）に係る意見募集へのご意見の概要及びご意見に対する考え方」（復興庁ウェブサイ
ト（http://search.e-gov.go.jp/servlet/PcmFileDownload?seqNo=0000089891））を参照。
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　ともあれ、復興庁は後に、上記の「回答が言葉足らずであ」ったとして、これに補足をしている。
それによれば、「地域の復興は、単にインフラや産業の再生で実現されるものではなく、地域の伝
統や文化、コミュニティの再生等により、被災者の心の復興がなければ終わるものではない……。
……宗教施設であるからといって、直ちに国の施策の対象外となるものではなく、例えば……地域
の伝統や文化、コミュニティの再生等の面から、地域の復旧・復興施策の対象となり得る」とされ
ている53。
　この「補足」によっても、「宗教そのものの観点から」宗教施設に対して公的支援を行うことは
できないという立場それ自体は、維持されている。とはいえ、この補足が、やり方によっては宗教
施設に対しても公的支援をする余地があることを承認している点には注目すべきであろう。つまり、
この補足では、宗教施設に対しその宗教性に着目する形で公的支援をすることはできないとしても、
一般的な復旧・復興施策の枠内であれば、宗教施設に公的支援を及ぼすことは政教分離原則に反す
るものではないという立場が示されているのである。
　しかしながら、この復興庁の「補足」は、必ずしもそのニュアンスが地方公共団体には伝わって
いないように思われる。例えば、高台への集団移転事業に関して、次のような報道がなされている。
「仙台市では防災集団移転促進事業が進められ、住民たちの落ち着き先も決まりつつあるが、……
寺は檀信徒と一緒に移ることはできない。宗教施設は事業対象に含まれないためだ。……仙台市移
転推進課は『政教分離の原則があり、仙台市では神社、寺など宗教施設への支援は行えない』と説
明する。移転先の地区には公民館や公園など公共施設が整備される場合もあるが、寺社や寺が移転
することはないという。そもそも宗教施設のための区画は存在しないのだ」54、と。
　このように、地方公共団体の中には、政教分離原則をいわば杓子定規に適用して、宗教施設の再
建に対する公的支援を一切拒否しているものもあるようであるが、では、本当に、政教分離原則の
下では、国・地方公共団体にできることは何もないのだろうか。
⑶　宗教施設への公的支援の例
　国・地方公共団体が宗教法人・宗教施設に対して公的支援をしようとする場合、支援がそもそも
憲法第89条前段の禁止に形式的に該当しないような枠組みを考案するか、または、同条の禁止に形
式的に該当することは避けられないにしても、その違憲性が阻却されるような枠組みを考案すれば、
政教分離原則違反という問題を避けることが可能になる。では、そうした枠組みにはどのようなも
のがありうるだろうか。具体例をみてみよう。
53　全日本仏教会ウェブサイト（http://www.jbf.ne.jp/news/newsrelease/517.html）を参照。なお、朝日新聞2012年
11月26日・前掲注（22）も参照。
54　中外日報2013年６月27日・前掲注（49）。
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①　指定寄附金制度
　第一に、被災した社寺等に対して国・地方公共団体が公金を支出するのではなく、税制を通じて
宗教法人が民間から再建資金を集めることを容易にするという方法がありうる。私人（個人・法人）
が宗教法人に対して寄附を行った場合に当該寄附者が所得税又は法人税の計算上一定の控除を受け
ることができるという仕組みは、潜在的な寄附者に対し、宗教法人への寄附を行う誘因を与えると
いう効果をもつ。
　実際、東日本大震災に際しても、被災した宗教法人の復旧を後押しするため、指定寄附金の制度
（所得税法第78条２項２号、法人税法第37条３項２号）が用いられ55、平成23年３月15日財務省告示
第84号（平成23年６月10日財務省告示第204号による第４号追加後のもの）によって、宗教法人
を含む公共・公益法人等に対し、東日本大震災により滅失又は損壊をした建物等であって収益事業
以外の事業の用に専ら供されていたものの原状回復に要する費用に充てるためになされた寄附金が
指定寄附金に指定されている。この指定によって、寄附者が個人の場合には所得金額の40パーセン
ト又は寄附金額のいずれか少ない方の金額から2000円を差し引いた金額が所得金額から控除され、
寄附者が法人の場合には寄附金の全額を損金に算入することができるという取扱いがなされている。
　こうした宗教法人に有利な税制上の取扱いについては、およそ政教分離原則に反するという議論
もありうる。しかし、そもそも宗教法人の非収益事業所得に対する法人税の非課税（法人税法第７
条）についてすら、「一般には他の公益法人などに対する扱いの一環と位置づけて合憲と解されて
いる」のであり56、指定寄附金制度についても、特に宗教法人に着目したものではなく、広く「法
人税法別表第一に掲げる法人……、同法別表第二に掲げる法人……、……特例民法法人又は……認
定特定非営利活動法人である法人……に対して支出された寄附金」について寄附金控除を認める制
度である以上、政教分離原則に反するということにはならないであろう。
　ただ、この指定寄附金の制度が宗教法人によって現実にどの程度活用されているのかは問題であ
る。寺院の中にはこれを積極的に利用して、2014年４月までに１億3000万円余（目標募集金額２億
4400万円）を集めたものもあるようであるが57、2014年１月31日現在、これを利用した宗教法人は、
12法人にとどまっているようである58。この点は、例えば、被災した宗教法人自身が自己の再建費
用に充てるため寄附を募る場合だけでなく、宗派（包括宗教法人）がその傘下にある各宗教法人（被
55　詳細については、「東日本大震災により滅失・損壊をした公益的な施設等の復旧のための指定寄附金の取扱いに
ついて」宗務時報114号（2012年）24頁以下、「東日本大震災に係る指定寄附金制度の取組」宗務時報115号（2013
年）65頁以下及び「東日本大震災により被災した宗教法人の建物等の復旧のための指定寄附金制度の期間の延長
等について」宗務時報117号（2014年）106頁以下を参照。なお、『宗務時報』は、文化庁ウェブサイト（http://
www.bunka.go.jp/shukyouhoujin/shumujiho/）でも公開されている。
56　佐藤幸治『日本国憲法論』（成文堂、2011年）234頁。また、芦部・前掲注（24）156頁も参照。
57　曹洞宗歌建山津龍院ウェブサイト（http://sinryuuin.com/?page_id=230）。
58　「東日本大震災に係る指定寄附金の確認書の交付を受けた宗教法人の一覧」宗務時報117号135頁。
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包括宗教法人）のために取りまとめて再建費用を募る場合の寄附金についても指定寄附金に指定す
るなど、制度の運用の改善が望まれる。
②　復興基金
　第二に、国・地方公共団体とは別の財団法人として復興基金を設立し、その復興基金が宗教団体
に資金を提供するという形をとることによって、憲法第89条前段の適用を回避する方法がありうる。
言うまでもなく、憲法第89条前段は国又は地方公共団体が宗教上の組織若しくは団体に公金支出等
を行うことを禁止するものであるから、民間の財団法人等が宗教団体に資金を提供したとしても、
それは憲法第89条前段の禁止に該当しない。
　この方法によって宗教施設の再建のため実質的に公金の投入がなされた例としてしばしば挙げら
れるのが、「公益財団法人阪神・淡路大震災復興基金」並びに「財団法人新潟県中越大地震復興基金」
及び「財団法人新潟県中越沖地震復興基金」の例である。前者と後二者とでは、地方交付税を間接
的に原資としているか、国からの特別交付税を原資としているかの違いが存在するが、どちらも、
国や地方公共団体とは別に民間の財団法人を設立し、その財団法人を事業主体とすることによって、
国・地方公共団体からの直接の公金支出という形態となるのを回避したのである59。
　そして、阪神・淡路大震災復興基金は、その事業の一つとして、「歴史的建造物等修理費補助」
として、文化財に指定されてない建造物であっても歴史的に価値あるものと認められる場合には修
理費の50パーセントを補助する事業を行っており、その中には、社寺の修復・保全工事など「宗教
的施設を対象としたものも決して少なくなかった」とのことである60。
　また、中越・中越沖地震では、その復興基金は、よりストレートに、「地域コミュニティ施設等
再建支援事業」として、集落・自治会を対象に、「被災地域・集落のコミュニティの場として長年
利用されている鎮守・神社・堂・祠施設再建」に対する支援を、75パーセント以内の補助率で2000
万円を限度額として行っている61。
　ただし、これらの復興基金を通じた宗教施設の再建支援は、いわば「脱法行為」的に単純に資金
を迂回させただけのものではないということに留意する必要がある。阪神・淡路大震災復興基金の
場合、その事業は「歴史的建造物等修理費補助」という一般的な形で行われたのであり、その事業
対象に宗教施設も含まれていたというにすぎない。それゆえ、この復興基金を通じた宗教施設の再
建支援は、実は、後に触れる文化財保護法に基づく補助と大差がなく、国・地方公共団体が直接に
支出する場合であっても憲法上正当化することが可能であったといえる。また、中越・中越沖地震
の復興基金の場合も、宗教法人ではなく集落・自治会を対象にしており、しかも対象施設の宗教性
59　津久井進「被災地の宗教的施設の再建支援と政教分離原則」宗教法32号（2013年）143頁、146頁及び150頁（宗
教法学会ウェブサイト（http://religiouslaw.org/journal/archives/3395）にも掲載）。
60　津久井・前掲注（59）145頁。
61　津久井・前掲注（59）150頁及び長谷川・前掲注（46）183頁。
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に着目するのではなく、地域コミュニティの中核施設という側面に着目した支援なのであって、政
教分離原則に対する一定の目配りがなされている点を見落とすべきではない。
　いずれにせよ、復興基金という方法は、「公的資金の融通の利かないところ」を回避し、柔軟に
事業を展開するのに有効な方法であるということができる62。
　しかし、東日本大震災においては、復興基金のこのメリットが活かされることはなかった。東日
本大震災の復興基金では、阪神・淡路大震災復興基金や中越・中越沖地震の復興基金のような財団
方式ではなく、地方公共団体が基金による事業の主体となる直営方式が採られたからである。実は、
東日本大震災の復興基金に関しては、「直営方式・財団方式等どのような運用をするかについては、
各県の判断に委ねられる」ものとされていた63。しかし、現実には、いずれの県でも直営方式が採
られている。このように直営方式が採られたのには、今回の復興基金は取り崩し型の基金だという
理由があったようである。ただ、直営方式が取り崩し型基金の論理必然的な帰結であるとは限らな
い――基金の残高が徐々に減少していくことを考えると、親和性はあるだろうが――うえに、その
結果、財団方式であれば可能であった柔軟な事業展開が困難になってしまったことは否定できない
ように思われる。
③　一般的な施策の適用
　第三に、既存あるいは新規の一般的な施策を宗教法人・宗教施設に対しても及ぼすという方法が
ありうる。先に、宗教法人に対する税制上の優遇措置に関して、一般的な公益法人税制の一環とし
て定められていることを理由にこれを正当化する見解（いわゆる偶然利益説）を紹介したが、この
ことは、税制上の優遇措置に限られない。一般論として言えば、「一定の要件を充たす国民（もし
くは団体）一般への利益付与であって、その中にたまたま宗教団体が含まれるような場合は、原則
として、本条〔憲法第20条１項後段〕の禁止する宗教団体への特権付与にはあたらないものと解さ
れる。……この場合、宗教団体にはこれらの利益の享受が否定されるとするならば、宗教団体であ
るということに基づいて、国民（もしくは他の団体）一般よりも不利な扱いがなされるということ
になり、それはかえって、信教の自由を侵害することになる」64と解されているのである。
　宗教施設の再建支援のために活用しうる一般的な施策の代表例として、文化財保護法に基づく文
化財の管理・修理費用の補助（文化財保護法第35条等）を挙げることができる。重要文化財を例に
とれば、この制度を通じて、平常時には補助対象経費の50パーセントの補助がなされ（「重要文化
財（建造物・美術工芸品）修理、防災事業費国庫補助要項」（昭和54年５月１日文化庁長官裁定））、
災害復旧事業として行われる場合にはさらに、補助率に20パーセントを加算し、補助対象経費の85
62　津久井・前掲注（59）147頁。
63　復興庁『復興の取組と関連諸制度』（平成26年１月17日）71頁（復興庁ウェブサイト（http://www.
reconstruction.go.jp/topics/main-cat７/sub-cat７-1/20140213_sanko02.pdf）に掲載）。
64　樋口陽一ほか『注解法律学全集1憲法Ⅰ』（青林書院、1994年）396頁（浦部法穂執筆）。
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パーセントまで補助を行うことができるものとされている（「災害復旧に係る文化財補助金の補助
率について」（平成10年11月20日文化庁長官裁定））。
　東日本大震災で被災した宗教的文化財の件数は正確には明らかではない。ただ、文部科学省の被
害調査65によれば、被災した国宝５件（瑞巌寺庫裏及び廊下、瑞巌寺本堂（元方丈）、大崎八幡宮、
阿弥陀堂、清白寺仏殿）はすべて宗教的文化財であり、被災した744件の文化財のうちかなりの割
合を宗教的文化財が占めているであろうことは想像に難くない66。そして、現に、被災した宗教的
文化財についてもその修理費用の補助がなされており、「重要文化財建造物においては、国宝瑞巌
寺庫裏及び廊下など21件の災害復旧事業が完了し」、「なお、重要文化財専称寺本堂など10件の災害
復旧事業が今年度〔平成24年度〕も継続して」行われているようである67。
　文化財保護法に基づく補助は、被災した建造物等が文化財として指定・登録等されていることが
前提となるが、事後的に文化財指定をして補助を行うという運用もありうる。実際、長崎県におい
て、文化財未指定だったカトリック教会を、火災で焼失した後に文化財に指定し、公的支援を行っ
た例が紹介されている68。
　文化財保護以外の施策に目を向ければ、名取市において「災害等廃棄物処理事業」の枠組みを用
いて寺院墓地の瓦礫撤去が行われた例がある。この事業は、「宗教法人ではなく、住民としての寺
院から処理を求められたというスタンスで、あくまでもがれき撤去として」行われたものであり、
これに対して市に苦情が寄せられたりすることもなく、むしろ「クリスチャンの市議会議員からも
評価の声が上がった」という69。
　このように、国・地方公共団体が種々の施設の再建支援のためにさまざまな施策を行う際、その
支援対象に宗教施設・宗教法人を含めることは、すでに前例があり、憲法上も問題はないといえよ
う。むしろ、そのような施策を行うに当たり、宗教施設であるという一事をもって支援対象から除
外することの方が、宗教に対する差別的な取扱いとなりうる。先に紹介した、「宗教施設であるか
らといって、直ちに国の施策の対象外となるものではな」いという復興庁の補足は、そうした文脈
で理解されなければならない。
65　「東日本大震災による被害情報について（第208報）」５頁以下（文部科学省ウェブサイト（http://www.mext.
go.jp/component/a_menu/other/detail/__icsFiles/afieldfile/2012/10/30/135089_091410_1.pdf）に掲載）。
66　例えば、重要文化財に指定された建造物のうち、その60パーセントを宗教建造物が占めているとされる。熊本達
哉「被災文化財への対応について」宗教法32号（2013年）161頁、168頁（宗教法学会ウェブサイト（http://
religiouslaw.org/journal/archives/3400）にも掲載））。
67　熊本・前掲注（66）166頁。
68　藤山・前掲注（47）及び津久井・前掲注（59）145頁。
69　中外日報2013年６月27日・前掲注（49）。
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⑷　宗教法人への直接的な財政支援の可能性？
　政教分離原則の下でも宗教施設の再建に対し上記のような支援の方法がありえ、実際に一定程度
で支援がなされているにもかかわらず、宗教界には不満が強いようにみえる。住宅の再建や産業の
復興が進められる中、宗教施設だけが取り残されているという感覚が宗教界にあり、宗教に対する
差別だという不満が生じているのである。
　そうした宗教界の不満には、まったく理由がないわけではない。そもそもの「間違い」の始まり
は、阪神・淡路大震災や中越・中越沖地震の経験が活かされず、今回の震災では復興基金の運用方
式として直営方式が採られたことにあった。その結果、財団方式であれば可能だったかもしれない
宗教施設の再建への支援ができなくなってしまったことは、すでに触れた。では、宗教法人は一般
的な復旧・復興施策による支援を受けられたかといえば、一般的な施策というのは多くの場合、住
宅再建や産業復興のための施策であり、宗教施設は住宅でもなければ、水産加工場のような産業・
経済活動のための施設でもないために、宗教法人は、それらの施策の恩恵も受けることができない。
その結果、多くの神社・寺院等は、地域の祭りや伝統芸能などを通じてコミュニティの中心となっ
てきたとしても、特に文化財に指定されていない限り、その再建についてなんらの支援も受けられ
なくなってしまっているのである。
　このように、宗教施設・宗教法人が一般的な施策の谷間に落ち込んでしまい、なんらの支援も受
けられないという現状を前に、宗教界からは、端的に宗教施設の再建への公的支援を求め70、「行政
機関は『政教分離』を楯に支援に前向きではない」が、「宗教の役割を考え、解釈のあり様によって、
いくらでも支援は可能ではないだろうか」71という声が聞かれる。そして、政教分離原則との関係
については、東日本大震災復興構想会議委員を務めた玄侑宗久氏のように、「特定の宗派、宗教を
支援するというのは、確かに憲法違反だろう。けれども、被災に遭ったすべての宗派の神社仏閣、
教会等を支援するということは、全く憲法に違反しない」72とする解釈も主張されているのである。
　しかしながら、政教分離原則に関する現在の通説的な理解を前提とする限り、このような宗教界
からの要望に応え、宗教法人・宗教施設それ自体を対象として公的に財政支援を行うことは、難し
いように思われる。玄侑氏が主張するような政教分離原則の解釈を可能にするためには、相当な解
釈論上の飛躍が必要となるからである。
　なにより、通説的な理解によれば、政教分離原則は国家が宗教と非宗教との間で中立的であるこ
70　例えば、福島県宗教団体連絡協議会が平成25年6月18日に復興大臣に提出した要望書には、「宗教施設の再建に、
県の基金創設による公的支援を求める」旨が記されている。
71　日本宗教連盟第２回宗教法人の公益性に関するセミナー「震災復興と宗教」における丹治正博氏（福島県宗教団
体連絡協議会会長、福島県神社庁長）の提言（日宗連通信平成26年１月１日号６頁）。
72　藤山・前掲注（47）。
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とを要求するものであり73、国家が宗教だけを抜き出して有利な取扱いをすることは憲法上許され
ないと考えられている。「宗教そのものの観点から復興施策を講ずることについては、……慎重な
対応が必要」とする復興庁の見解は、こうした通説的な理解を前提としている。宗教と非宗教との
間の中立性という命題を乗り越えない限り、政教分離原則を玄侑氏が説くように解釈することは不
可能である。
　宗教と非宗教との間の中立性という命題に対しては、反対説――筆者もこの反対説に与するが、
少数説である――もないわけではない。すなわち、憲法は宗教がわれわれの社会生活において一定
の社会的価値を担っていることを積極的に評価する立場に立っているから、宗教をその他の人間の
営為と等しく取り扱うことは必ずしも憲法上要請されず、それゆえ、宗教のみに対して特別な配慮
を行ったとしても必ずしも違憲になるわけではないという見解である74。しかし、この見解も、そ
の主眼としているのは、信教の自由の保障を強化するため、国家が宗教に対して課した負担（ある
行為の禁止または義務づけ）を除去することなのであり75、それを越えて、国家が宗教に積極的に
経済的利益を付与すること――すべての宗派を対象とする場合であっても――までもが正当化され
ると考えているわけではない。
　一般論としては、政教分離原則は信教の自由を保障するための制度であって、信教の自由の保障
を全うするために政教分離原則が緩和されることがあるというのはその通りである。しかし、宗教
法人がその施設の再建のために公的な経済支援を受けうるということは、それ自体としては信教の
自由の保障内容ではない。それゆえ、この文脈では、信教の自由を援用しても、政教分離原則の緩
和を求めることはできないのである。
⑸　現実的な解決策
　こうして考えてみると、宗教界が要望しているような、宗教施設の再建への公的支援は、政教分
離原則の通説的な理解を根本的に変更しない限り無理であって、そうした無理を国や地方公共団体
に対して要求することは、適切ではないように思われる。むしろ、通説的な憲法解釈を前提にした
うえで、国・地方公共団体も受け入れることができるような現実的な解決策を模索する方が生産的
であろう。
　また、宗教界には、中越・中越沖地震の際の復興基金を前例として、財団方式の復興基金を通じ
73　例えば、宮沢俊義（芦部信喜補訂）『全訂日本国憲法』（日本評論社、1978年）239頁及び741頁、芦部信喜編『憲
法Ⅱ人権（１）』（有斐閣、1978年）348頁（種谷春洋執筆）並びに佐藤幸治・前掲注（56）234頁など。
74　田近肇「国家の非宗教性と宗教的中立性」曽我部真裕＝赤坂幸一編『憲法改革の理念と展開〔下巻〕』（信山社、
2012年）271頁、290頁。また、小嶋和司＝大石眞『憲法概観〔第6版〕』（有斐閣双書、2001年）93頁及び小嶋和
司『憲法学講話』（有斐閣、1982年）206頁も参照。
75　田近肇「宗教の公益性と憲法」佐藤幸治先生古稀記念論文集『国民主権と法の支配〔下巻〕』（成文堂、2008年）
349頁、357頁以下。
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た宗教施設への公的支援を求める声もあるが、少なくとも東日本大震災の復興基金に関してはすで
に直営方式で運用がなされてきた以上、今になって既存の基金とは別に財団方式の基金を設立する
ことは現実的とは言えまい。
　そうすると、結局、被災した宗教施設に対する再建支援の方法としては、一般的な施策を宗教法
人・宗教施設にも及ぼすという方法が最も現実的ということになろう。
　しかし、他方では、すでに指摘したように、宗教法人・宗教施設は一般的な再建支援施策から漏
れてしまっているという現実がある。宗教法人・宗教施設をも包摂しうるような一般的な施策が欠
如しているのは、住宅再建や産業復興が優先されたためなのかもしれない。短期的に見たときには、
いまだ仮設住宅で暮らす人々が残ることを考えれば住宅再建を優先するのは無理もなく、被災者の
自立を促すためには産業を復興しなければならないという事情も理解できないわけではない。しか
し、いつまでも住宅再建と産業復興ばかりでよいかは極めて問題である。
　先にも触れたように、震災からの復旧・復興施策に関しては、さまざまな形で、地域社会・コミュ
ニティの再生を目標とするものでなければならないことが説かれている。例えば、「福島復興再生
基本方針」は、「全ての住民が安心して生活し、働き、子どもの遊び声が響く環境を取り戻すため
には、人々が助け合い、いたわり合い、支え合うことができるコミュニティを持続させ、再生して
いかなければなら」ず、それゆえ、「原子力災害からの復興及び再生に当たっては、……住民一人
一人が災害を乗り越えて豊かな人生を送ることができる地域社会を再生することを目標とする」と
謳っている。もし、この基本方針が説くようにコミュニティ・地域社会を再生させようとするので
あれば、住宅再建と産業復興だけでは十分でないことは明白であろう。まさしく復興庁も説くよう
に、「地域の復興は、単にインフラや産業の再生で実現されるものではなく、地域の伝統や文化、
コミュニティの再生等により、被災者の心の復興がなければ終わるものではない」からである。つ
まり、少なくとも中長期的には、国・地方公共団体には、震災からの復旧・復興施策を講ずるに当
たり、住宅再建と産業再生だけではなく、保健・医療、介護・福祉、教育・保育といったサービス
を提供する施設を再建し、さらには祭りなどの伝統的な行事や文化を承継し地域のアイデンティ
ティの保持を図ることを含めて、包括的に地域コミュニティの再生を図ることが求められているの
である。
　そして、地域コミュニティ再生のための施策を進める際、国・地方公共団体は、２つの点に留意
する必要があろう。第一に、宗教法人・宗教施設もれっきとした地域コミュニティの一員であるこ
とを忘れるべきではない。にもかかわらず、政教分離原則の名の下に、宗教法人・宗教施設を地域
コミュニティの再生施策の対象からおよそ除外し、例えば集落の集団移転事業等において、移転後
のコミュニティに宗教法人・宗教施設が存在する余地を無くしてしまうようなやり方は、震災前に
存在していた地域コミュニティを旧に復するものでは決してなく、むしろ、意図的に地域コミュニ
ティから宗教法人・宗教施設を追放しようとするものだとの非難を免れないであろう。
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　このことと関連して、第二に、国・地方公共団体は、宗教法人・宗教施設が地域コミュニティの
単なる一員であるというにとどまらず、そこにおいて中心的な役割を果たしてきたことも、率直に
正面から承認すべきであろう。東日本大震災復興構想会議でも、寺社が「地域の共同体にとって、
……コミュニティの中核としての施設という側面」も有し、また、それぞれの郷土文化を担ってき
たという点も含めて「文化的・精神的なよりどころ」として機能してきたことが指摘されている76。
そうだとすると、宗教施設の再建を抜きにしたまま地域コミュニティを「再生」したとしても、そ
の「再生」されたコミュニティというのは、例えていえば祇園祭のない京都、高山祭のない飛騨高
山のようなもので、文化的・精神的なアイデンティティや魅力を欠いた没個性的なコミュニティに
しかならないであろう。
　以上のように考えると、政教分離原則を形式的にもち出して、宗教法人・宗教施設を一連の復旧・
復興施策から置き去りにすることは、あまりに安易というほかない。政教分離原則の下でも国・地
方公共団体にはできることがあるのであって、国・地方公共団体には、宗教法人・宗教施設を含め
て地域コミュニティ全体の再生が図られるよう知恵を絞ることが求められるのである。
　なお、集落の集団移転事業等の中で宗教法人・宗教施設に対して土地を提供するということにな
ると、先に触れた空知太神社事件最高裁判決と矛盾するのではないかという疑問もあるかもしれな
い。同判決に関しては、「公有地を無償で貸与することは違憲」という結論だけが一人歩きしてい
るようにも思われるが、最高裁は、公有地の無償貸与が一般的に違憲だと判示したわけではない。
既に指摘したように、同判決においても最高裁は、当該無償提供行為の具体的な諸事情を考慮し「社
会通念に照らして総合的に判断」した結果、違憲という結論に至ったにすぎない。それゆえ、具体
的な事情が異なれば、無償貸与であっても合憲とされることはありうる（逆に、有償貸与なら当然
に合憲になるとは限らず、理論上は、具体的な事情次第では違憲とされることもありえよう）。し
たがって、東日本大震災のような未曾有の大災害が生じ、それ以前に存在していた地域コミュニティ
を復旧・再生させることが社会的に求められているという背景の下で、例えば10年とか20年とか期
限を区切って（その期限が経過した時点で、有償で譲渡すればよい）提供するのであれば、宗教法
人・宗教施設に対するものであっても合憲と考える余地は大いにあると思われる。
　最後に、宗教施設の再建への公的支援を求める宗教界の側もまた、「戦術」を改める必要がある。
宗教界には、宗教法人・宗教施設に対しまさしく宗教という点に着目して公的支援をするよう求め
る声がある。しかし、繰り返しになるが、そのような支援は、政教分離原則の通説的な解釈を根本
的に変更しない限り憲法上不可能なのであり、そのような解釈の変更を国・地方公共団体の担当者
に求めることには無理があるということを認識する必要がある。むしろ、宗教界としては、地域コ
76　第６回東日本大震災復興構想会議（平成23年５月21日）議事録（http://www.cas.go.jp/jp/fukkou/pdf/gijiroku/
kousou06.pdf）19頁及び22頁。
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ミュニティ再生施策のような、宗教法人・宗教施設を包摂しうる一般的な施策を、国・地方公共団
体に対して提言していく方が、はるかに意味があるように思われる。
　さらに、地域コミュニティの再生をいうのであれば、その宗教法人・宗教施設が属する地域コミュ
ニティの他の構成員の理解と協力を得ることは不可欠であろう。宗教者・宗教法人だけがいくら声
を大にして支援を訴えても、国・地方公共団体を動かすことはできず、そのコミュニティに属する
広い範囲の市民から声が上がってこそ、国や地方公共団体を動かすことができる。それゆえ、宗教
者・宗教法人は、コミュニティの再生という観点から宗教施設の再建の公的支援をすることについ
て、広く市民の理解と賛同を得る努力をすべきであろう。この点、「阪神や新潟の復興基金は、基
金の運営に市民の参画があり、とりわけ新潟の復興基金は事業の企画開発にも市民組織が積極的に
関与していた。行政と宗教団体だけの二当事者の関係性だけではうまくいかなかっただろう。『市
民力』は不可欠の要素である」77という指摘に、真摯に耳を傾ける必要がある。
おわりに
　しばしば、東日本大震災によって私たちの社会のあり方が改めて問われているという言説を目に
する。このことは、本稿で取り上げた、宗教団体が行う社会的活動と国・地方公共団体との連携の
問題や、宗教施設の再建に対する公的支援の問題についても言えるのかもしれない。つまり、後者
にあっては、地域社会・コミュニティの再建に当たり、どのような地域社会を再建しようとするの
かが問題となっており、前者にあっては、宗教が単に個人の信仰というだけでなく、公益的・社会
的活動の原動力ともなっている社会に、国・地方公共団体がどのように向き合うかが問題となって
いるのである。
　日本社会の世俗化ということが言われて久しく、また、しばしば日本人は宗教的意識が希薄だと
言われることがある。しかし、特定宗派の教えを熱心に信仰しているかどうかは別にして、なにか
しらの宗教的感情――非常に漠然としたものであっても――が人びとの間にあることは否定できな
いように思われる。また、社寺の祭礼等を通じて形成されてきた伝統的な行事や文化がそれぞれの
地域社会にとって貴重な文化的財産という意義を有することも否定できないであろう。加えて、今
日、宗教団体には、無縁社会におけるソーシャル・キャピタルの源泉という役割が期待され、実際、
社会貢献活動を通じてそうした役割を果たしている宗教団体・宗教施設も少なくないのである。
　そうだとすると、私たちの社会のあり方を考えるとき、「宗教の存在しない社会」というのは決
して理想にはならないし、日本国憲法も、これを理想としているわけではない。憲法の政教分離原
則は、国家（国・地方公共団体）が宗教団体との間に行きすぎたかかわり合いをもってはならない
77　津久井・前掲注（59）156頁。
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とする原則であって78、われわれの社会生活から宗教・宗教団体を排除しようとする原則ではない。
むしろ、憲法は「宗教の特別の意義を認めて信教の自由を保障し」ているのであり79、法律上も、社
会生活における宗教の意義や価値を積極的に承認する立場がとられているのである（例えば、教育
基本法第15条１項参照）。
　多くの憲法上の原則や規定がそうであるように、政教分離原則もまた、なんらの解釈なしに適用
しうる原則ではない。国・地方公共団体がその施策を通じて社会のあり方に大きな影響を与えうる
以上、政教分離原則の運用のいかんによっては地域社会・地域コミュニティから宗教を追放する結
果がもたらされることがありうるのであり、それゆえ、思慮を欠いたこの原則の機械的な適用は厳
に戒められなければならない。大規模自然災害の場合においても、国・地方公共団体には、宗教が
社会において有している意義や価値が損なわれないような配慮の下で、政教分離原則を運用するこ
とが求められるのである。
78　なお、政教分離原則は、国家と宗教
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とを分離する原則だと言われることも少なくない。しかし、そこでいう「宗教」
は、「何らかの固有の教義体系を備えた組織的背景をもつもの」と、結局、組織という要素を取り入れて理解さ
れていることに注意すべきである。佐藤・前掲注（56）234頁及び芦部・前掲注（24）153頁。
79　佐藤幸治「現代国家と宗教団体」佐藤幸治＝木下毅『現代国家と宗教団体――紛争処理の比較法的検討――』（岩
波書店、1992年）１頁、42頁。
